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事務局長レベル）、現場の研究者（教授・准教授等）など、組織各層の各機関 10 数名である。 
③調査の構造化 
  上記①、②によって収集されるデータは多面的かつ大量であるため、一定の枠組みにより整
理する必要がある。構造化のツールとして「７Ｓモデル」（7-S Framework, T. J. Peters , “In 




・Shared Value : ビジョン・価値観の共有 
・Style      : 組織風土 
・Skills      : 教育・研究人材 
・Staff      : 教育・研究支援人材 
・Strategy    : 戦略（内外環境変化への対応） 
・Structure   : 組織構造 






  ①大学・研究拠点のビジョンと戦略 
  ②大学・研究拠点の組織風土 
  ③大学・研究拠点の人材（教育・研究人材と支援人材） 







ルニア工科大学は小規模を維持している。現在では学生数において約 5 倍の開きがある(*)。 



























































































































































































































































































































































(*)Robert C.Camp, “BENCHMARKING :The Search For Industry Best Practices That Lead To Superior 
Performance”, ASQC Quality Press and Quality Resources,1989, 邦訳「ベンチマーキング」、田尻正滋、PHP 研究
















































  教員・研究者の評価・処遇（昇進・昇格、給与水準、サバティカルの有無等） 
  テニュアトラックの有無、内容、インセンティブ・システム 
・組織構造 
中長期計画の策定等にかかる戦略的意思決定とその推進を担う機構 























            ①Shared Value : ビジョン・価値観の共有 
②Style        : 組織風土（慣行・慣習等） 
③Skills        : 教育・研究人材 
④Staff        : 教育・研究支援人材 
⑤Strategy     : 戦略（内外環境変化への対応） 
⑥Structure    : 組織構造（責任・権限の配置、意思決定ルール等） 








図表 2-2-1 インタビュー調査項目の構造化（大学の例） 
分  類 調  査  項  目 インタビュー先の例 
(1) Shared Value 

































































大 学 の運 営 システム・
制度 




































125 年余の歴史をもつ我が国最大の理工系大学である。文部科学省の「21 世紀 COE(Center 
of Excellence)プログラム」では 12 チーム、「グローバル COE プログラム」では 2007 年度に 5 チー
ムが採択された。英 Times 紙による大学世界ランキングでは 90 位、このうち工学分野では総合で
22 位（THES2007）、日本の大学（工学分野）では 4 位となっている。 
 
(2) 国内大学２（参考標本）：東京理科大学 
我が国最大規模の私立理工系大学。文部科学省の「21 世紀 COE プログラム」「グローバル


















職員および研究員数を図表 3-2-1 に示す。教員数は、教授・准教授 739 人始め常勤教員
1,141 人、研究支援スタッフに相当する職員 547 人（事務員に相当する業務職員は 458 人、技
術職員 91 人）等である。 
図表 3-2-1 東京工業大学の職員および研究員数 
 
常勤職員数(人) 非常勤職員数(人) 研究員数(人) 客員研究員(人)
学長 1 教員 136 受託研究員 27 日本 2
理事・副
学長 



































   
  
合計 1,759 合計 1,297 合計 270 合計 177
（出所） 東京工業大学 PROFILE2007-2008 
 
② 学生および大学院生の数 
学生数を図表 3-2-2 に示す。学生総数は 10,036 人、うち学部学生 4,940 人、修士課程学生
3,526 人、博士後期課程学生 1,570 人である。学部学生および修士課程学生数は、各学年とも
定員(学部学生:1,068 人、修士学生:1,322 人)を充足。博士後期課程では、1 年次 329 人、2 年
 6
次 484 人で、いずれも定員の 543 人に達していない。 
 
図表 3-2-2 東京工業大学の学生および大学院生の数 
定員 1,068 定員 1,322 定員 543 



















 女 506 
3 年次 
女 110 



















学部学生総合計 4,940 修士総合計 3,526 博士総合計 1,570 
（出所） 東京工業大学 PROFILE2007-2008 
 
③ 留学生数 
図表 3-2-3 に留学生数の変遷を示す。 
1998～2007 年にかけておおむね増加傾向にあり、2007 年時点では学部学生が 282 人、大学
院学生が 611 人、研究生等が 145 人である。大学院学生の留学生は近年増加の傾向にあり、














大学院学生 466 469 468 481 493 521 541 557 571 611 
学部学生 180 178 173 172 194 248 276 294 307 282 
研究生等 122 117 109 128 116 132 141 131 118 145 
1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
 




大岡山・すずかけ台・田町の 3 キャンパス。 
 
(2) 財務（予算、財源および研究予算） 
2007 年度予算を図表 3-2-4 に示す。予算合計は 45,944 百万円である。 
収入の部より、運営費交付金が 22,232 百万円(全学共通分と使途特定分の合計)で、全体の
48%を占めている。一方、自己収入は 6,247 百万円と全体の 14%にとどまる。支出の部では、人件
費がもっとも多く、16,769 百万円、全体の 36%を占めている。研究予算（教育研究費と受託事業
等支出の合計）は 20,594 百万円で、全体の 45%となっている。 
 
図表 3-2-4 東京工業大学 2007 年度予算 
収入(百万円) 支出(百万円) 
運営費交付金収入（全学分） 20,099 人件費 16,769 
自己収入 6,247 教育・研究経費 6,151 
間接経費等収入 1,817 重点施設実施経費 2,322 
全学共通・部局分小計 28,163 大学管理業務経費 2,921 
受託事業等収入 14,443 全学共通・部局分小計 28,163 
施設設備事業収入 1,205 受託事業等支出 14,443 
運営費交付金収入(使途特定
分） 




  使途特定分小計 17,781 
合計 45,944 合計 45,944 
（出所） 東京工業大学 PROFILE2007-2008 
 

















科学研究費補助金 3,923 3,647 3,893 3,787 4,219 4,112 4,388 4,311 4,646 4,947
共同研究費 314 245 370 486 552 889 864 1,183 1,310 1,514
受託研究費 1,980 2,319 2,715 2,632 1,417 1,287 2,520 2,991 3,838 4,737
奨学寄附金 1,374 1,308 1,073 1,143 1,002 1,055 1,041 1,027 1,068 1,038
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
 





・土地    ＝ 566,544 ㎡/10,036 人＝56.5 ㎡ 
・建物面積 ＝ 430,171 ㎡/10,036 人＝42.9 ㎡ 
(b)図書館蔵書数（2007 年度 5 月 1 日現在） 
・771,001 冊 




向にある。発明届出件数は 2003 年度より急増し、2000 年度から 2007 年度までで 3,127 件であ
る。これは、2003 年 10 月に設立された産学連携推進本部の効果と考えられる。 
（出所） 2008 年度産学連携推進本部パンフレット 
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2000 286 117 17 2,167 
2001 249 115 15 6,025 
2002 274 164 16 5,000 
2003 465 200 39 2,998 
2004 481 317 30 3,728 
2005 464 395 69 4,950 
2006 437 293 63 5,296 
2007 471 309 70 3,530 




・1881 年 東京職工学校として創立 
・1929 年 東京工業大学へ昇格し、8 学科および 4 教室を設置 
・2004 年 国立大学法人東京工業大学を設立し、国立大学法人化 
 
② 近年の動向 





2011 年に東工大は創立 130 周年を迎えます。 
国際的な競争の中にあると同時に、半面では協調も必要不可欠です。 

















(出所) 東京工業大学 HP 
 
③組織構造 





















（出所） 東京工業大学 HP 
 




































院学生教育に携わる職員数を図表 3-2-10、全体の職員数を図表 3-2-11 に示す。 
助手を含む専任教員数は 800 人、これに非常勤講師 987 人を加えた教員総数は 1,787 人、
事務職員数は 396 人、昼間学部の学生数 13,455 人、夜間学部の学生数 3,452 人で、理工系
私立大学で国内最大規模を誇る。 
学生数は総数 19,974 人で全体として減少傾向にある一方で、職員数は増加傾向にあり、教
育環境の向上が図られている。修士課程学生数 2,472 人、博士後期過程学生 315 人とも増加
傾向にある。 
図表 3-2-9 東京理科大学の学部学生数と教育・事務職員数の推移 
学生数 教育職員数   年度 




1997 14,111 4,278 18,389 593 168 761 393 
1998 14,137 4,171 18,308 589 164 753 388 
1999 14,295 4,139 18,434 588 171 759 398 
2000 14,535 4,074 18,609 596 160 756 387 
2001 14,413 4,035 18,448 605 167 772 396 
2002 14,358 3,990 18,348 572 162 734 393 
2003 14,171 3,910 18,081 594 155 749 378 
2004 13,676 3,770 17,446 597 156 753 397 
2005 13,593 3,587 17,180 614 164 778 398 
2006 13,455 3,452 16,907 628 172 800 396 
（出所） 理科大白書（2007） 











合計 総数 研究指導 
教員 
1997 1,648 1,811 182 1,993 375 267 
1998 1,698 1,913 195 2,108 377 252 
1999 1,728 1,971 202 2,173 381 259 
2000 1,728 1,997 210 2,207 383 258 
2001 1,728 2,081 222 2,303 388 263 
2002 1,728 2,163 239 2,402 390 253 
2003 1,728 2,243 275 2,518 393 277 
2004 1,778 2,376 306 74 2,756 407 284 
2005 1,898 2,443 327 205 2,975 429 333 
















図表 3-1-12 に留学生数を示す。 










（出所） 東京理科大学 HP 
 
③ キャンパス 
神楽坂、野田、久喜、長万部の 4 キャンパス。 
 
(2) 財務（予算、財源および研究予算） 
消費収支計算書を図表 3-2-13 に示す。 
基本金組入後の消費収入の合計は 27,953 百万円である。このうち、学生生徒等納付金(自




教育研究経費が 13,163 百万円（42%）である。 
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図表 3-2-13 東京理科大学の消費収支計算書 
消費収入 科目 金額(百万円) 消費支出 科目 金額(百万円) 
学生生徒等納付金 25,495 人件費 15,855 
手数料 1,517 教育研究経費 13,163 
寄附金 1,046 管理経費 1,829 
補助金 3,996 借入金等利息 51 
資産運用収入 570 資産処分差額 371 










① 情報基盤  
すべてのキャンパスにおいて、ギガビット・イーサネット化を完了している。 
 
1990 年  東京理科大学統合情報ネットワークシステム 完成 
1995 年  第二次統合情報ネットワーク＝基幹ネットワークの高速化(FDDI 化)を実施 
(100Mbps) 
1999 年  野田キャンパス、ギガビット・イーサネット化 
2002 年  神楽坂キャンパス、ギガビット・イーサネット化 
2004 年  長万部および久喜キャンパス、ギガビット・イーサネット化 
（出所 : 東京理科大学 HP） 
 
② 設備  
(a)学生一人あたりの占有面積(2007 年度) 
・土地     ＝ 852,665（㎡）/19,974 人 ＝ 42.7 ㎡ 
・建物面積  ＝ 235,359（㎡）/19,974 人 ＝ 11.8 ㎡ 
(b)図書館蔵書数（2007 年 5 月 1 日現在） 
・978,307 冊 




は 124 件で、年々増加傾向にある。共同研究費およびその件数は 198 百万円（90 件）、受託研
究費およびその件数は 560 百万円（160 件）である。 








1913年 5月 財団法人東京物理学校設立  
1949年 4月 学制改革により東京理科大学（理学部第一部・第二部）設置  
1988年 4月 法人名を学校法人東京理科大学に改称  
1993年 4月 東京理科大学経営学部設置  





的発展を推進するため、2009 年 4 月から２つの新しい研究科および 7 つの専攻が開設される(図
表 3-2-14)。さらに博士後期課程のみの新しい専攻、総合科学技術経営研究科イノベーション
専攻が開設される。 
図表 3-2-14 東京理科大学における新しい研究科および専攻の開設 
 




学を運営している。また事務総局が各部を統括して 3 大学を横断運営している。 
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 ④ 経営ビジョン・理念 













（出所） 東京理科大学 HP 
 








カリフォルニア工科大学（以下、Caltech）の教員は Professorial faculty(教授) 、Emeriti(名誉
教授)、Research faculty（研究員） 、Other faculty(他の教員)、Visiting faculty、Visitors で構
成されている。それぞれの人数は下記のとおりで、全体では 721 人である。ポスドクは、Caltech に
おいては教員の部類に分類されるが、今回の比較分析では日本の分類に合わせて学生数とし
てカウントする。 
Professorial faculty(教授)  ：  296 人 
Emeriti(名誉教授)       ：  104 人 
Research faculty（研究員）  ：   60 人 
Other faculty(他の教員)   ：    53 人 
Visiting faculty         ：   100 人 
Visitors                 ：   108 人 
合計                   :    721 人 
 
② 事務員数 
ジェット推進研究所（The Jet Propulsion Laboratory、以下、JPL）(*)を除くキャンパス内の事務
員数は 2,650 人である。ここでいう事務員数とは、教員以外で Caltech に雇われている人を指し、
用務員（庭師等）も含まれる。 
(*)Caltech の近隣にある NASA の研究所で、Caltech が運営を行っている。 
 
③ 学生数 
学生数は、合計 2,743 人。 
・学部学生  913 人（男 634、 女 279） 
・大学院生 1,220 人(男 861、 女 359) 
・ポスドク    610 人（Postdoctoral scholars577 人＋Senior postdoctoral scholars 33 人） 





留学生の割合は平均して、学部では 10～15%、大学院では 40～50%を占める。2007 年度入学
した学部生徒のうち約 100 人。 
 
⑤ キャンパス 




図表 3-2-16 に Caltech のバランスシートを示す。 
全資産の半分以上（58%）が投資資産となっていることが特徴的である。 
 
図表 3-2-16 カリフォルニア工科大学の Balance Sheet(単位 千ドル) 
 
項目 2007 2006 
現預金 Cash and cash equivalents 7,979 13,251 
前払金 Advances and deposits 5,180 4,531 
投資 Investments 2,327,838 1,971,561 
資産 
設備 Property, plant and equipment, net 748,933 716,159 
資産の部合計 Total Assets 4,029,196 3,712,207 
負債の部合計 Total liabilities 1,280,046 1,250,683 
 Unrestricted 1,672,559 1,391,825 
 Temporarily restricted 457,120 473,553 純資産 
 Permanently restricted 619,471 596,146 
純資産合計 Total net assets 2,749,150 2,461,524 
負債および純資産合計 Total liabilities and net assets 4,029,196 3,712,207 
（出所） Caltech Financial report 2006-2007 
 
この B/S の純資産の部は 3 種類(unrestricted(制限のない資産), Temporarily restricted（一
時的に制限のある資産）, Permanently restricted（恒久的に制限のない資産）)に分かれており、
Statements of Activities に資産の増減が記述されている（図表 3-2-17）。 
JPL の固定資産は政府が所有しているが、運営は Caltech に委託されており、JPL の研究活動
から生じる資産の増減は Caltech の財務諸表に計上されている。JPL の補助金は 1,746 百万ド
ルと制限のない資産の収入の約 68%と大半を占める。ここでは Caltech 単独の活動をみるため
JPL を除いた資産の増減を概観する。 
Caltech の収入は、3 種類の収入の合計である（図表 3-2-18）。ただし、「一時的に制限のある
資産」の制限がなくなり「制限のない資産」に移行、計上されるといった資産の間の数字の動きは






図表 3-2-17  カリフォルニア工科大学の Statements of Activities  (単位 千ドル) 
2007 2006
制限のない資産 unrestricted net assets
　授業料 Tuition and fees 24,701 20,865
　投資利益 Investment return 343,568 158,652
　寄附金 Gifts 30,540 28,677
　補助金、契約金 Grants and contracts:
　(内訳）JPL補助金 　Jet Propulsion Laboratory – direct 1,745,765 1,579,703
　　　　政府補助金 　Other United States government – direct 172,764 155,425
　　　　非政府契約金 　Non-United States government – direct 16,918 13,783
　　　　間接費回収 　Indirect cost recovery and management allowance 103,211 97,852
　付随事業収入 Auxiliary enterprises 35,493 34,124
　その他 Other 19,181 22,212
　制限資産からの移行 Net assets released from restrictions 91,082 30,821
小計（含JPL) sub total 2,583,223 2,142,114
小計（除JPL) subtotal minus JPL 837,458 562,411
小計（除JPL、制限資
産からの移行)
subtotal minus JPL, net assets released from
restrictions 746,376 531,590
教育補助金 Insturuciotn and Academic Support 218,341 211,688
研究費 Organized research:
　(内訳）JPL   Jet Propulsion Laboratory 1,745,765 1,579,703
　　　　　その他研究   Other Institute research 224,579 200,908
　大学による支援 Institutional support 60,383 66,121
　付随事業費 Auxiliary enterprises 38,223 36,160
小計（含JPL) sub total 2,287,291 2,094,580
小計（除JPL) subtotal minus JPL 541,526 514,877
最小年金債務の減少 Decrease in  minimum pension liablility － 71
調整 Redesignations and reclassifications of net assets -13,625 8,667
退職金債務の減少 Loss on retirement of indebtedness － -5,201
一時的に制限のある資産 temporarily restricted net assets 2007 2006
　寄附金 Gifts 45,306 207,758
　投資利益 Investment return 5,276 3,132
収入合計 subtotal - revenues 50,582 210,890
　制限資産からの移行 Net assets released from restrictions -91,082 -30,821
　調整 Redesignations and reclassifications of net assets 24,067 -8,146
(Decrease) increase assets -16,433 171,923
恒久的に制限のある資産 permanently restricted net assets 2007 2006
　寄附金 Gifts 32,532 17,065
　投資利益 investment return 1,194 786
　その他収入 other income 41 43
収入合計 subtotal - revenues 33,767 17,894
　調整 Redesignations and reclassifications of net assets -10,442 -521
























図表 3-2-18 カリフォルニア工科大学の収入および投資利益 (単位 千ドル) 
2007 2006
制限なし（除くJPL) unrestricted net assets 746,376 531,590
一時的に制限 temporarily restricted net assets 50,582 210,890
恒久的に制限 permanently restricted net assets 33,767 17,894
合計 total 830,725 760,374
2007 2006
制限なし unrestricted net assets 343,568 158,652
一時的に制限 temporarily restricted net assets 5,276 3,132
恒久的に制限 permanently restricted net assets 1,194 786






寄附金の合計は図表 3-2-19 の通りである。2006 年の一時的に制限された資産に分類される
寄付金は 207 百万ドルと他の年、他の項目に比較して突出して多額となっている。 
 
図表 3-2-19 カリフォルニア工科大学の寄付金の額 (単位 千ドル) 
2007 2006
制限なし unrestricted net assets 30,540 28,677
一時的に制限 temporarily restricted net assets 45,306 207,758
恒久的に制限 permanently restricted net assets 32,532 17,065




参考として、MIT の収入・支出を図表 3-2-20 に示す。収入の規模は Caltech の約 3 倍である。 
図表 3-2-20（参考） MIT の収入及び支出(単位 百万ドル)  
（出所）マサチューセッツ工科大学 HP 
 項目 2007 
授業料等 Tuition, net of discount 209.3 
投資による利益 Investment return to 
operations 
321.5 
他の運用利益 Other operations revenue 267.2 
寄附金および遺贈 Gifts and bequests for 
operations 
120.1 
研究による収入 Research revenues 1,176.7 
  -Lincoln Laboratory. 605.9 
  -Campus 570.8 
付随事業収入 Auxiliary enterprises 85.6 
収入の
部 
合計 Total revenues 2,180.4 
教育費および非受
託研究費 
Instruction and unsponsored 
research 
608.4 
受託等研究費 Sponsored research 1,001.1 
一般管理費 General administrative 488.5 
卒業生関連費 Alumni Association 11.3 















1995 年、技術移転部門 The Office of Technology Transfer(OTT)設立。ライセンシング業務
担当者は総勢 4 人、ライセンス収入（グロス）は＄25,359,000 となっており、他大と比較すると、一
人あたりの収入としては多い方である。 












Caltech が運営を行っている JPL は、Caltech の研究開発の重要な位置を占めてきた。アメリカ
合衆国初の弾道ミサイル、短距離弾道ミサイルなどの開発を担当し、固体燃料ロケット推進の地





















図表 3-2-21 基本データのまとめ（東京工業大学、東京理科大学およびカリフォルニア工科大学の比較） 
項目 内容 東京工業大学 東京理科大学 カルフォルニア工科大学
(1)規
模 
①教員数(人） 常勤教員  ：1,141 
非常勤教員：  136 
  ②研究者(人） 非常勤職員研究員：193 
研究員       ： 270 
客員研究員   ：177 
  ③研究補助
者数(人） 
技術職員     ： 91 
1,787 
[内訳] 
教授   ：386 
助教授  ：127 
講師   ：115 




教授    : 296 
名誉教授 : 104 
研究員   ： 60 
ポスドク   ：610 等 
  ④事務員数
(人） 
業務職員       ：458
他に非常勤職員 ：968
396 キャンパス : 2,650 
JPL     : 5,200 













学部 : 913 
（男 634 女 279） 
大学院生 1,220 
(男 861 女 359) 
  ⑥留学生数
(人） 
学部   ：282 
大学院：611(増加傾向)
研究生：145 
学部在籍数   ：72 
大学院在籍数 : 16 














総収入      ：45,944 
人件費支出  ：16,769 
消費収入（基金組入











自己収入     ：6,247 





















②設備 学生 1 人当たりの占有
面積 
 土地  ：56.5 ㎡ 
 建物  ：42.9 ㎡ 
 蔵書数 ：77 万冊 
学生 1 人当たりの占有
面積 
 土地  ：42.7 ㎡ 
 建物  ：11.8 ㎡ 
 蔵書数 ：98 万冊 
学生 1 人当たりの占有
面積 
 土地：240 ㎡ 
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校訓は"The truth shall 





21 世紀 COE：12 チーム
グローバル COE： 
2007 年度 5 チーム、
2008 年度 3 チーム 
 
















8.2 7.3 18.7 













図表 3-3-1 に示す。 
図表 3-3-1 明らかにすべき「大学の課題」と「調査項目」の設定 

































大 学 の 人 事 システ
ム・人材に起因する
課題 ・Staff 





大 学 の 財 政 システ
ム ・ 財 政 難 に 起 因
する課題 
・Systems 
大 学 の運 営 システム・ 制
度 


















「課題」とそれに対応する「インタビュー調査対象者」との関係を図表 3-3-2 に示す。 
 
図表 3-3-2 東京工業大学および東京理科大学における「調査項目」と「インタビュー調査対象者」 




































































2008 年 9 月～12 月   
(b) 東京理科大学 
2008 年 9 月～10 月   
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図表 3-3-3 カリフォルニア工科大学調査における「明らかにすべき課題と「調査項目」 








































ム ・ 財 政 難 に 起 因
する課題 
・Systems 
大 学 の運 営 システム・ 制
度 




















図表 3-3-4 カリフォルニア工科大学調査における「調査項目」と「インタビュー調査対象者」 























































































      法人化の最大のメリットとしては「自由度の増加」が挙げられた。すなわち、キャンパスの立地計
画、講座・カリキュラムの設定、財源の用途、研究者の招聘・採用など、様々な面にわたって自由
度が増している。また、学長のリーダーシップが強化されたこともメリットとして挙げられている。 
      一方、法人化により、大学の裁量で様々な分野の研究者を招聘・採用できるようになり、ダイナ
ミックな研究活動を展開できるようになったが、スペースの制限が障害になっているとの指摘があ
った。 
     
② ビジョン・価値観の共有 





























































































インタビュー対象者の区分を図表 3-4-1 に示す。 
 













理工学研究科長・工学系長・工学部長  教授 
大学院生命理工学研究科長・生命理工学部長 教授 
研究戦略室・室長補佐、大学院理工学研究科 教授 
応用セラミックス研究所 所長 教授 




大学院社会理工学研究科 経営工学専攻 教授、評議員 
大学院情報理工学研究科 教授 
理工学研究科 化学専攻 教授 評議員 
大学院総合理工学研究科 物理情報システム専攻教授 
大学院社会理工学研究科 機械宇宙システム専攻 准教授




























巻き込んだ分野横断・融合的な大型プロジェクト研究 6～7 件が常に進行中である。 




















































2007 年 4 月より理学部、経営学部および理工学部のプログラム参加学科とカリフォルニア大学サ
ンタクルーズ校およびデービス校との間で、単位互換協定に基づく交換留学生制度がスタートし
たことである。また、2007 年度の文部科学省「大学教育の国際化推進プログラム（先端的国際的




















学内における産学官連携活動の拠点として科学技術交流センター（承認 TLO）が 5 年前に設
立された。多くの大学に共通する課題であるが、TLO が財政的に自立することは大変に難しい。
東京理科大学でも年間事業費 2 億円程度で活動しているが、継続的に赤字が続いている（特許
出願経費が 4,000～5,000 万円、その他は職員 30 名の人件費）。収入はロイヤリティなどで約
2,000 万円、文部科学省からの補助金 5,000 万円、経済産業省からの承認 TLO への補助金
3,500 万円程度である。 









































層別整理」を資料編資料 2 に示す。 
インタビュー対象者の区分を図表 3-4-2 に示す。 
 












生命科学研究所 所長 教授 
理学部第一部 学部長 教授 
薬学部長 教授 
ミドルマネジメント 
基礎工学部 材料工学科 教授 
理工学部 機械工学科 教授 





(1) 要旨  
カリフォルニア工科大学（Caltech）は、カリフォルニア州ロサンゼルス郡パサデナに位置する私
立工科大学で、1891 年に設立された。Newsweek 社の「世界大学ランキング」（2006 年）で４位
（理工系ではトップ）。過去に豊富な資金力によって著名な学者を招聘し、それが求心力となり優
秀な研究者を集めることで高い研究能力とブランド力を維持している。学生数（2007 年）は学部




































・division Chair がプロボストと話合い（1 年ほど）、教授の採用人数を決める。 
・division Chair がその Search Committee を任命する。メンバーはその division 以外からも招集。 




・候補者を評価し、最終的に Search Committee のメンバーの投票で決める。 
・division Chair にレポートを提出。 
・division の全ての教授が集まり議論し、この採用を進めてよいか投票する。 















ねられている。現在、600～700 人のポスドクがおり、平均して教授一人当たりポスドク 2 人の割合
である。給料は学部によるが、平均的には工学系で 4 万ドル、バイオ系では 2.5～3 万ドルである。
彼らは"Slave Labor"と呼ばれるほどよく働く。 
学生の多くは、「小規模」であることを理由として Caltech を選択している。超優秀な学生が世




ッフ、庭師など）は 2,300 人である。 
Caltech の全従業員は 4,000 人で、スタッフ 2,300 人のほか、教授 300 人、ポスドク 600 人、
研究員 600 人等が含まれる。 
中央の管理部門のスタッフや、各学部の学部共通のスタッフ（グラントマネージャーや事務ア














て い る 。 た と え ば 、 Public Relations （ 15 人 ） 、  Sponsored Research （ 10 人 ） 、  Industrial 




























Officer で、すべての教育活動や研究プログラムを監督し、Dean や Chair（学部によって呼び方が
異なる）はプロボストに報告する。Caltech の場合、プロボストの下に 2 人の副プロボストがいる。1
人は研究担当、もう 1 人は教育担当である。 
教授は division と呼ばれる６つのグループに分かれる。各 division のトップは division Chair で
あるが、権限は学科長より大きく、Dean（学部長）と同じである。6 人の division Chair はプロボスト
に報告する。6 人の division Chair、プロボスト、学長は IACC（Institute Academic Council）という




Caltech の収入の内訳をみると、50～55%が Research Grant など、20%が endowment、15%が財
団や個人からの寄附や財団からの研究資金で、5%が授業料となっている。グラントの獲得競争







ジェット推進研究所（JPL）は、NASA の 10 のセンターのひとつであるが、NASA 自体が管理し
ていない唯一の機関である。JPL は、NASA が設立される前の 1930 年代から存在し、NASA と
Caltech は、5 年間総額 16 億ドル（約 1,500 億円）＋管理費用の包括契約を締結しており、
Caltech を通じて JPL に予算が支出される。これらの金額は、Caltech の財務諸表に含まれる。
JPL は NASA の指示を受け、プロジェクトを実施。JPL は NASA に週次あるいは月次で報告を行
う。 
図表 3-4-4 JPL の位置付け 
指示：報告 Caltech（Campus) 
JPL 
























インタビュー対象者の区分を図表 3-4-5 に示す。 
 
図表 3-4-5 インタビュー対象者の区分 
インタビュー対象者 区分 
President 




























   研究拠点の調査対象として、欧米の公的研究機関の保有する研究拠点を選定し、そのうえで
日本の 1 拠点を選定する。調査対象拠点が満たすべき基準は、以下のとおりである。 





















































そのプロジェクトの構想として 33 件の応募の中から 5 件が採択され、その一つに大阪大学微
生物病研究所審良静男教授による「生体イメージング技術を用いた動的な免疫系の解析」があ














図表 4-2-1 免疫学分野における、大学・機関の発表論文数、被引用数 
大学・機関名 論文数 被引用数 
1 論文あた
り被引用数
DNAX RES INST MOLEC & CELLULAR BIOL INC 350 34319 98.05
JST 321 20864 65.00
ROCKEFELLER UNIV 492 27338 55.57
BASEL INST IMMUNOL 446 23578 52.87
YALE UNIV 1127 47887 42.49
BRIGHAM & WOMENS HOSP 790 32293 40.88
STANFORD UNIV 1178 48086 40.82
WASHINGTON UNIV 1099 43266 39.37
NIAID 2059 77538 37.66
OSAKA UNIV 985 36698 37.26
UNIV CHICAGO 552 20006 36.24
MASSACHUSETTS GEN HOSP 532 18742 35.23
SCRIPPS RES INST 955 32769 34.31
HARVARD UNIV 3879 133036 34.30
UNIV IOWA 607 20047 33.03
UNIV CALIF SAN DIEGO 768 23840 31.04
KYOTO UNIV 601 18644 31.02
NCI 1733 53744 31.01
UNIV OXFORD 1009 30420 30.15
BOSTON UNIV 557 16507 29.64
UNIV CALIF SAN FRANCISCO 1596 47013 29.46
CHILDRENS HOSP 651 18971 29.14
UNIV WASHINGTON 1562 44018 28.18
VET ADM MED CTR 1169 32745 28.01
UNIV COLORADO 889 24410 27.46
UNIV MICHIGAN 836 22795 27.27
CORNELL UNIV 774 20956 27.07
DUKE UNIV 799 21627 27.07
UNIV ZURICH 707 19042 26.93
Max Planck Society 756 20292 26.84
UNIV CALIF LOS ANGELES 1290 33846 26.24
EMORY UNIV 895 23462 26.21
JOHNS HOPKINS UNIV 1648 41758 25.34
UNIV MINNESOTA 826 20621 24.96
UNIV TORONTO 892 22001 24.66
US FDA 621 15312 24.66
UNIV PITTSBURGH 783 19249 24.58
UNIV PENN 1409 34359 24.39
UNIV TEXAS 2100 50060 23.84
UNIV N CAROLINA 676 15911 23.54
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1 論文あた
大学・機関名 論文数 被引用数 
り被引用数
NEW YORK UNIV 688 15927 23.15
UNIV AMSTERDAM 924 21153 22.89
UNIV ALABAMA 1144 26182 22.89
LEIDEN UNIV 802 17417 21.72
UNIV MARYLAND 981 20188 20.58
UNIV TOKYO 1132 23155 20.45
INST PASTEUR 1963 38073 19.40
CTR DIS CONTROL & PREVENT 1681 31742 18.88
UNIV LONDON IMPERIAL COLL SCI TECHNOL & 
MED 
995 16704 16.79
KAROLINSKA INST 1549 23721 15.31




本拠点は、2010 年までに 206 人のスタッフ(研究者 147 人、研究支援員 44 人、事務スタッフ
15 人)の体制とすることを計画している（図表 4-2-2）。 
2007 年 10 月の発足時には、スタッフ 86 人 (研究者 49 人、研究支援員 28 人、事務スタッフ
9 人)の体制であった。 
研究者のうち 10 人については、多くの賞を受賞しており（図表 4-2-3）、また拠点長でもある審
良教授は、トムソンサイエンティフィック（Thomson Scientific）が発表する、最もホットな研究者に
2005 年から 4 年連続選ばれている。 
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 図表 4-2-2 IFReC のスタッフ数 






2007 年度実績 2008 年 



























10 10 10 10 10
 海外から招聘する
研究者 
1 2 5 1 1
 国内他機関から招
聘する研究者 
















研究支援員 28 34 44 3 23
事務スタッフ 9 15 15 13 14
合計  86 131 206 68 132
<うち外国人研究者の割合>、[うち女性研究者の割合] 
(出所) 世界トップレベル研究拠点プログラム平成 19 年度拠点構想進捗状況報告書（一部修正） 
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 図表 4-2-3 IFReC 研究者受賞歴 
研究者名 年 賞の名称 
審良静男 2000 井上学術賞 
 2001 野口英世記念医学賞 
 2002 大阪科学賞 
 2003 武田医学賞 
 2004 高松宮妃癌研究基金学術賞 
 2004 ロベルト・コッホ賞（Robert Koch Prize) 
 2005 紫綬褒章 
 2006 朝日賞 
 2006 コーリー賞（William B Coley Award) 
 2007 上原賞 
 2007 日本学士院賞・恩賜賞 
 2007 ミルシュタイン賞(Milstein Award) 
木下タロウ 2001 第 19 回大阪科学賞 
岸本忠三 1988 朝日賞 
 1991 米国国立科学アカデミー外国人会員 
 1992 日本学士院賞・恩賜賞 
 1995 日本学士院会員 
 1998 文化勲章 
 2003 ロベルト・コッホゴールドメダル 
平野俊夫 2004 45 回藤原賞 
 2005 平成 17 年度日本医師会医学賞 
 2006 紫綬褒章（平成 18 年度春期褒章） 
竹田潔 2004 日本免疫学会賞 
坂口志文 2003 持田記念学術賞 
 2004 
Cancer Research Institute’s 2004 William B. Coley Award for  
Distinguished Research in Basic and Tumor Immunology 
 2005 武田医学賞 
 2005 高峰記念三共賞 
 2007 文部科学大臣表彰科学技術賞 
2008 上原賞  
 2008 慶応医学賞 
黒崎知博 2001 日本免疫学会賞 
畑豊 1999 
Distinctive contributed paper award of IEEE 28th International 
Symposium  
on Multiple-Valued Logic 
 2000 Best Paper Award at the Fourth Biannual World Automated Congress 
 2000 
Joseph F. Engelberger Best Paper Award at the Fourth Biannual World  
Automated Congress 
 2002 World Automation Congress Contribution Award 
 2003 
Highlighted Technical Papers at the Eighth Australian and New Zealand  
Intelligent Information Systems Conference 
 2004 World Automation Congress Contribution Award 
 2004 Albertos Best Paper Award at sixth biannual World Automation Congress
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研究者名 年 賞の名称 
 
2005 
Outstanding Paper Award at International Symposium on Advanced 
Intelligent Systems 
 2006 World Automation Congress Contribution Award 
熊ノ郷淳 2005 日本学術振興会賞 
 2005 日本免疫学会賞 
柳田敏雄 1989 第 7 回大阪科学賞 
 1990 第 4 回塚原仲晃記念賞 
 1992 第 1 回 Matsubara Lecture Award 
 1994 第 25 回内藤記念科学振興賞 
 1998 日本学士院賞恩賜賞 
 1999 1998 年度朝日賞 
(出所) 大阪大学免疫学フロンティア研究センター公式 HP 
 
② 責任者 
WPI 拠点のホスト機関名：国立大学法人 大阪大学 
WPI 拠点のホスト機関長：大阪大学総長 鷲田清一 















・ 会計セクション、総務セクションは、豊富な大学での事務経験を有する監督者 2 名と、バイリン
ガルまたは英語を話せる常勤および特任の職員数名により構成されている。 
 (出所) 拠点構想等の概要  http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/data/04_saitaku/1_d_osaka.pdf 
http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/toplevel/07120413/009.htm 
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免疫グループの 14 研究室とイメージンググループの 5 研究室及びバイオインフォマテックスの
1 研究室が拠点長の直轄に配置されており、国内外に 9 つの協力機関を持つ。なお、拠点長自
身も自然免疫学分野の研究室を率いている。 
図表 4-2-5 IFReC 研究組織体制図 








・ 理化学研究所 免疫・アレルギー科学総合研究センター  
・ 京都大学再生医科学研究所 
(b)海外  
・ 米国国立衛生研究所（Ronald Germain、NIAID の免疫学研究室副室長、リンパ球生物学
部門代表）  
・ ニューヨーク大学（Michael Dustin、スカーボール生体分子医学研究所教授）  
・ カリフォルニア工科大学（Scott Fraser、ベックマン研究所、生体イメージング研究所所長）  
・ ハーバード・メディカルスクール（Ulrich H. von Andrian、病理学教室教授）  
・ スタンフォード大学医学部（Mark Davis、微生物学・免疫学教室教授）  
・ カリフォルニア大学サンフランシスコ校（Jason Cyster、微生物学・免疫学教室教授） 




本拠点の補助及び自主事業費は 2007 年度が約 24 億円、2008 年度が約 42 億円、費用事






などであるが、②の WPI 補助金交付決定額は 2007 年度が約 7 億円、2008 年度が約 15 億
円である（図表 4-2-7）。また、③の参考値である 2002 年から 2006 年の主任研究者の研究費取




 図表 4-2-6 IFReC 予算 
 2007 年度 2008 年度 
費用事業費（歳出）（百万円） 933 2,733
補助及び自主事業費(百万円) 2,465 4,174
(出所) 世界トップレベル研究拠点(WPI)プログラム平成 19 年度拠点構想進捗状況報告書 
世界トップレベル研究拠点(WPI)プログラム公式ホームページ、http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/04_saitaku.html 
 
図表 4-2-7 IFReC に対する WPI 補助金交付決定額 
 2007 年度 2008 年度 
WPI 補助金交付決定額(百万円) 723 1,514
(出所) 世界トップレベル研究拠点プログラム公式ホームページ http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/04_saitaku.html 
 
図表 4-2-8 IFReC 競争的研究資金等の確保 
年度 2002  2003 2004 2005 2006 
2002～2006 
平均値 






811 1,127 1,137 1,140 1,152 1,066 625 
（出所) 世界トップレベル研究拠点(WPI)プログラム平成 19 年度拠点構想進捗状況報告書 
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図表 4-2-9 IFReC 平成 19 年度研究事業費 
経費区分 内訳 事業費額（百万円） 
拠点長、事務部門長 14
主任研究者 9 名 57
その他研究者 48 名 66
研究支援員 3 名 2




招聘主任研究者等謝金 0 名 0
人材派遣等経費 8 名 11
スタートアップ経費 6 名 18
サテライト運営経費 2 ヶ所 0










招聘旅費 国内 2 名 外国 6 名 3




















新研究棟の着工：研究棟本館（10 階建て、9,600 平方メートル）が 2009 年 6 月までに建設さ
れ、施設の 80%が大阪大学免疫学フロンティア研究センターに供される。 
2010 年 4 月に、見込みどおり研究者が 147 人になったとすると、うち新設された研究棟本館に
















































































イブルクにある製薬会社 Wander AG の旧研究所に創設された。1970 年代末まで、Prof. Dr. 
Otto Westphal、Prof. Dr. Herbert Fischer、 Dr. Otto Lüderitz のもと、同研究所は特に細菌
性活性物質エンドトキシンに着目し、病原体と免疫系間の相互作用の研究に取り組んだ。 
1981 年に Prof. Dr. Klaus Eichmann、1984 年に Prof. Dr. Georges Koehler が登用され、同
研究所の主な関心は、細胞・分子免疫学へと移っていった。1984 年には、モノクローナル抗体に
関する先駆的な業績により、Georges Koehler と Cesar Milstein がノーベル賞を受賞した。さらに、
バーデン・ヴュルテンベルク州からの特別資金援助により、発生生物学が研究対象に加えられ、
1991 年に Prof. Dr. Davor Solter、1992 年に Prof. Dr. Rolf Kemler が登用された。 
Georges Koehler の不慮の死の後、彼の後任者として Prof. Dr. Thomas Boehm が任命され、
発生免疫学が新しく研究領域として加えられた。MP-IB とフライブルク大学生物学部との協力に
より、MP-IB に大学付属分子免疫学部局が設立され、1998 年には Prof. Dr. Michael Reth が部
局長に就任した。さらに、若手科学者の早期独立を促進する目的で、３つの Independent Junior 
Research Group から成る Spemann Laboratory が設立された。 







MP-IB は、研究者 245 名の比較的小規模の研究所である（図表 4-2-10）。 
1984 年に Georges Koehler と Cesar Milstein がノーベル賞、1996 年には Michael Reth がラ
イプニッツ賞を受賞している。 
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ホスト機関名：The Max Planck Society 
ホスト機関長：President of The Max Planck Society  Prof. Peter Gruss 
拠点長：Managing director Prof. Dr. Rolf Kemler 






・ Managing Director 





・ Independent Junior Research Group 






































MP-IB は、４つの Department(*)と３つの Lab（G. Koehler、 Metchnikoff、Spemann）、大学内の
Department から成っている（2008 年現在）。 
各々の Department は、Director によって統括されており、それぞれに Junior research groups
が 含 ま れ て い る 。 Lab は 、 研 究 テ ー マ に し た が っ て 組 織 さ れ て お り 、 G. Koehler Lab と
Metchnikoff Lab は、それぞれ３つの Research Group から構成される。Spemann Lab は、２つの
Independent Junior Research Group から成る(＊)。 





(*)インタビュー調査時は、Department は 5 つ、Independent Junior Research Group は 3 つ。 
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 図表 4-2-12 MP-IB 研究組織体制 
Department   Lab 数 
R. Grosschedl 細胞・分子免疫学 5 
T. Boehm 発達免疫学 2 
T. Jenuwein 後成的遺伝学 1 
 
Director 
R. Kemler 分子発生学 2 
Lab    











University    
 M. Reth 分子免疫学 5 






さらに、MP-IB の Director は、大学において分子免疫学、分子医学、開発プログラムの教員を
務めている。また、MP-IB の research group の多くは、German Research Council (DFG)の様々
な助成金プロジェクト(Sonderforschungsbereiche)や、フライブルクにある DFG Graduate Student 
Consortium (Graduiertenkolleg) に参画している。 
 (出所) http://www.immunbio.mpg.de/home/institute/campus/index.html 
 
(2) 財務 
MP-IB の総予算は、約 2,400 百万円（約 2,000 万ユーロ）である。ただし、Independent Junior 
Research Group は、MPS 本部から直接獲得した資金や DFG などから獲得した外部資金など、
各 Department から独立して活動するための独自の資金源を持っている。 
主な財源は、コア予算、President's Funding、Third Party Funding である。 
コア予算の近年平均は、1,920 百万円（1,600 万ユーロ）であり、半分を連邦政府、半分を州
政府（バーデン＝ヴュルテンベルク州）から得ている。コア予算は、研究所の運営費に充てられる。
President's Funding は、各 Institute の業績評価に伴って変動する。Third Party Funding は、
合計 328 百万円（273 万ユーロ）であり、内訳は DFG・BMBF42 百万円（35 万ユーロ）、同研究
168 百万円（140 万ユーロ）、EU Funding98 百万円（82 万ユーロ）、民間企業の寄附等 19 百万
円（16 万ユーロ）である。 
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 図表 4-2-13 MP-IB 研究予算 




President's Funding 156 （130）
DFG・BMBF 42 （35）
共同研究 168（140）
EU Funding 98 （82）









物施設が併設されており、マウス約 2 万匹（遺伝子組み換え 250 種、野生 25 種）を飼育している。
また、新 Director の着任に伴い、研究室内にゼブラフィッシュ 35,000 匹を飼育可能な施設を設




研 究 の基 盤 となる機 器 類 が充 実 している（Flow Cytometry Unit、DNA sequencing core 
facility、Transgenic Mouse Microinjection Unit、Optical Imaging Unit 等）。これらの設備は
Central Service Units によって提供され、動物施設以外はほぼ無料で利用が可能である。 
 
③ その他のインフラ 


















Institute の研究活動評価は、Scientific Advisory Board (SAB)によって、2 年毎に行われる。
SAB の評価は、予算配分や Department の閉鎖を含む組織変更の判断材料となる。 
SAB のメンバーは、国際的に著名な研究者で構成されている。MP-IB の場合、イギリス 4 人、
スイス 3 人、米国 1 人、ドイツ 1 人で構成されている。メンバーの選定は、Institute の推薦に基づ








MP-IB では、Board of Trustees という機関を設け、地域社会との関係の構築を図っている。






MP-IB は 、 Albert-Ludwigs-University Freiburg と 共 同 で 、 International Max Planck 
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年 3 月目標値） 
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(2008 年１0 月 1 日現在) 
・4 つの Department、3 つの Lab、大
学付属 Department からなる 
・Research Group は合計 23。うち、
Independent Jounior Research 
Group は 2 つである。 
(注)インタビュー時の Department は５
つ、Independent Jounior Research 
Group は 3 つ。 




万円）   
  (１ユーロ＝
120 円と 












 仮定）  
歳入のうち 








Third Party Funding：328（273 万ユ
ーロ） 
 ・DFG・BMBF：42（35 万ユーロ） 
 ・共同研究：168（140 万ユーロ） 




























組み換え 250 種、野生 25 種）、ゼブラ
フィッシュ 35,000 匹 
・蔵書数：約 4,517（年間 100 冊増
加）、雑誌 100 タイトル以上（現在は
全て電子文書化されている） 




Unit、DNA sequencing core facility、
Transgenic Mouse Microinjection 
Unit、Optical Imaging Unit 等） 
・研究設備は Central Searvice Unit
によって提供され、動物施設以外は
ほぼ無料で利用可能 
  ③1 人当た
りの占有面
積 
1 人当たり占有面積：76.8 ㎡ 





























・IMPRS による、PhD 学生の育成 








・Director が持ち回りで Managing 
Director を務め、研究所の運営業務
を行う 
・5 人の Director が話し合いにより
Institute の意思決定を行う 
・各 Director が自身の Department
の運営を行う 




















Scientific Advisory Board  
・イギリス 4 人、スイス 3 人、米国 1 人、
ドイツ 1 人で構成 
・2 年毎に評価を行い、予算配分や
組織変更に反映 









ノーベル賞 1 名 
























全体としての調査項目を図表 4-3-1 に示す。 
 
図表 4-3-1 IFReC へのインタビュー調査 調査項目（全体） 




























































の属性を以下に示す。なお、研究現場の調査対象者の内訳は、男性 4 人、女性 2 人であり、国







• 免疫グループ 教授 
• イメージンググループ 教授 
• 免疫グループ 准教授 
• 免疫グループ 助教 








「課題」とそれに対する「調査対象者」との関係を図表 4-3-2 に示す。 
 
図表 4-3-2 IFReC における 「調査項目」と「インタビュー調査対象者」 





























































2008 年 9 月 2 日～12 月 5 日 
• 大学本部・トップマネジメント 12 月 5 日 
• 研究現場   9 月 18 日、9 月 25 日、9 月 26 日 








図表 4-3-3 MP-IB インタビュー調査 調査項目 























































男性 4 人、女性 3 人、うち日本人 2 人である。 
 






• Independent Junior Research Group Leader 
• Independent Junior Research Group Leader（生物化学研究所） 
• Senior Fellow（感染生物学研究所） 
• ポスドク 
• ポスドク（感染生物学研究所） 
• PhD 学生 




インタビューにおける調査項目と調査対象者との関係を図表 4-3-4 に示す。 
 
図表 4-3-4 IFReC インタビュー調査 調査項目とインタビュー調査対象者 










 Independent Junior Research Group Leader 






 Independent Junior Research Group Leader 





 Independent Junior Research Group Leader 
























 Independent Junior Research Group Leader 





2008 年 11 月 17 日～11 月 21 日 
• Max Planck Society    11 月 17 日 
• Max Planck Institute for Biochemistry  11 月 17 日 
• Max Planck Institute for Immunobiology  11 月 19 日 































































































































インタビュー対象者の区分を図表 4-4-1 に示す。 
 

































MPS の前身の創設者である Harnack が提唱した採用原則「優秀な科学者を選出する最善の
方法は、世界中を探し回り、１つの分野につきトップ研究者を 1 人見つけることである」に基づい
て Director を選出している。そのため、MPS では研究テーマが重複することがない。 
Director を任用する際、まずは MPS および各 Institute が今後注力する研究分野を決定し、
その決定を受けて当該分野のトップ研究者を探し始める。適格な研究者が見つかれば、非公式
的な交渉から始め、その研究者が MPS への就職に興味があれば公式な手続きへと進める。 
以上のような MPS の Director の採用プロセスは大変複雑であり時間がかかる。米国などは一
般に採用に費やす時間が短いので、MPS で選考をしている間に、米国に行ってしまう場合もある。




有望な若手研究者を対象として、最長 9 年間の独立的な研究機会を提供する Independent 










































既述のように、Director の採用にあたっては、まずは MPS および各 Institute が今後注力する
研究分野を決定し、その決定を受けて当該分野のトップ研究者を探す。そのために、注力する
べき研究分野を決定し、新たに Director を採用することが、最も戦略的な意思決定となる。新た
に Director が着任する際には、大型の研究施設が投資されることが多い。 







研究拠点は通常、複数の Director によって運営されている。Director の数は研究分野によっ
て異なるが、平均 3 人の Director が任命されている。各 Director は Research Department を持
ち、自分の Department の運営に責任を持つが、Department 間の調整を行うことも期待されてい
る。 
研究拠点の運営のために、Director のなかから Managing Director が 2～3 年間隔の持ちまわ
りで選ばれる。Managing Director は多くの義務を背負うものの、権限は他の Director と同じであ
る。義務とは、組織運営上の事務的な業務であり、事務部門や情報システム・建物の管理、ワー
クショップなどのイベント開催などである。Managing Director は他の Director と対等であり、他の
Director に指示をすることはない。 
Director の評価は、外部に設置された評価機関である Scientific Advisory Board によって 2











MPS は、国の組織ではなく非営利の民間団体である。財源の 85%は、連邦政府および 16 の州
政府から直接受けている。残りの 15%は、競争的資金である。このことによって、MPS では長期的
な研究が保障されており、研究者は自ら研究資金に応募しなくてもよい。昨今の困難な経済環





インタビュー対象者の区分を図表 4-4-2 に示す。 
 
図表 4-4-2 マックス・プランク免疫生物学研究所インタビュー対象者の区分 
インタビュー対象者 区分 
海外リレーション部門長 および 担当者 マックスプランク・ 
ソサイエティ 
Director トップマネジメント 
Independent Junior Research Group Leader 
(生物化学研究所) 
Independent Junior Research Group Leader 














 第５章 総合分析-大学 
 




  (1)大学のビジョンと戦略 
  (2)大学の組織風土 
  (3)大学の人材（教育・研究人材と支援人材） 
  (4)大学をとりまく社会的環境要因・制度要因 
  これらの論点からカリフォルニア工科大学(５－１節)、東京工業大学（５－２節）、東京理科大学
（５－３節）の情報を整理・分析した後、本ベンチマーキング調査のまとめを行った(７－１節)。 





  ”The mission of the California Institute of Technology is to expand human knowledge and 
benefit society through research integrated with education. We investigate the most 
challenging, fundamental problems in science and technology in a singularly collegial, 
interdisciplinary atmosphere, while educating outstanding students to become creative 
members of society.” 
（出所） カリフォルニア工科大学 HP 
・人類の英知を高め、社会に便益をもたらす 
・「教育」と一体化された「研究」活動 
   ・科学技術分野における挑戦的、基礎的課題への取り組み  
   ・学究的、学際的環境 

















        なお、校訓は ”The truth shall make you free”と、研究のベースとしての真理探究の姿勢を
唱っている。 
      
(2) 戦略 
① 「小規模」を保つ 
東京工業大学と Caltech は 19 世紀末、ほぼ同時期に創立された。創立当時の規模はほぼ同
等であったが、その後、東京工業大学が規模を拡大してきたのに対し、Caltech は小規模を維持
している。現在では学生数において約 5 倍の開きがある(*)。 



































      「小規模」であることの「弱み」は大きなプロジェクトに対応できないことであるが、基礎的研究に
特化し、特定分野でベストであろうとするミッションにおいては、決定的な「弱み」には至らない。 
   

























  以下の本部組織が有効に機能している。 
  ・The Office of Technical Transfer(技術移転部門） 
  10 人のスタッフでライセンシングを担当。他大学に比べてライセンス収入は少なく 1,000～
2,000 万ドル、多い大学では 4,000～5,000 万ドル。 







  Caltech は小規模ながら、特許出願数は単一機関として米国 1～2 を争い、１年で 120～140
の特許を出願しているという。内部プログラムとして、1 年に 5 万ドル程度のグラントを与え、特許












































プロボスト（IACC：Institute Academic Council のヘッド）が最終決定者だが、division Chair や
division 内の教授の力も強く、ボトムアップ方式といえる。division Chair の意見が大きく働くが、
予算面で問題があるとプロボストが承認しないため、division Chair は予算面も配慮して決める。




・division Chair がプロボストと話合い（約 1 年）、教授の採用人数を決める 
・division Chair がその Search Committee を任命する。メンバーはその division の教授にとどまな
い。（概ね division 内だが、division 外の教授をいれることもある） 
・関連ジャーナルやウェブに広告を載せる。広告の文言は division Chair やプロボストの認可が




・Search Committee が候補者を評価し、投票により採用者を決める。 
・Search Committee が division Chair にレポートを提出。 
・division の全ての教授が集まり議論しこの任命を進めてよいか投票する。 
























として 3 年契約で雇用され、3 年後に評価を受ける。テニュア審査の際は外部評価者も集め、発
表論文や業績等を評価する。この段階ではほとんどが合格するが、4 年目以降テニュアとして正







・3 年後の評価・・・対象者は公式なレポートを division に提出する。division 内の教授が、その対
象者が続けるに値するか投票する。 






・委員会は対象者を division Chair に推薦、division 内の教授が投票する。 
・投票の結果が IACC に持ち込まれ、IACC 内で再び投票が行われ、対象者が Associate 
Professor になるか決まる。 
 
Full Professor への昇格期間は最短 1 日から最長 6 年間までと、当人の能力・業績によって大
幅に異なる。テニュアに限らず、教授は毎年、学部長（division Chair）によって、研究、教育、論
文などの業績が評価され、給与に反映される。教授の給料は、他大学では 9～10 ヵ月であるが、























 2 人の教授のもとで研究している計 3 人の博士課程学生に対してインタビューを行った。その概
要を以下に示す。 
・給与（年間）  
  学生 A（バイオ系）： 2 万 5,500 ドル+TA（Teaching Assistant）収入 
学生 B（工学系） ：  3 万 4,500 ドル 




















 (3) ポスドクの確保 
博士課程学生と同様、1 教授に対し世界中の数百人単位のポスドクが直接応募し、採用は教
授が決定する。現在、全学で 600 人程度のポスドクがいる。 
ポスドクの平均的な給与水準は工学系で 4 万ドル、バイオ系で 2.5～3 万ドルとのことで、 






    
(4) 学部生の早期戦力化：「研究」と「教育」の相互促進的進行 












＝約 300 人、以下同)1 人あたり、約 8 人になる。 
テクニシャンなどの研究支援スタッフはスキルを持った人材を雇用し、複数の教授でシェアす







  ・Public Relations：広報部門 
  ・Industrial Research：民間企業と教員のマッチングのサポート 
  ・Science Writer：成果の対外発表窓口。例えば Nature に論文が掲載されたときのプレスリリ




  ・The Office of Technical Transfer(技術移転部門）：前出（5-1-1(3)②産学連携部門 参照） 
  ・The Sponsored Research Office（共同研究の手続き）：前出（同上） 
 
② 日本人教授の事例 
1997 年頃、東京大学から Caltech に移ったが、その理由は「研究に没頭できる環境が整って
いる」ことという。東大在職時は、組織再編の本格化に伴い複数の委員会に所属させられ、多忙
で事務方のサポートも手薄であった。事務方が処理できる書類整備まで教員に回ってきた。 
それに対し、例えば上記の The Sponsored Research Office のサポートは万全で、Caltech に
いながら日本の科学技術振興機構（JST）の ERATO プログラムの助成を受けたが、この際、












なお、学長・副学長等の任期は通常 5 年、業績は給与に反映され、年収は学長で 65 万ドル、
















しかし、Caltech では、この学科制度ではなく division 制が導入されている。ｄivision 制では、ｄ
ivision が財務管理などの基本単位である。ｄivision 内に複数の学科があるものの department の
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ような機能はない。division 制は、小規模な Caltech に向いており、官僚的な仕事を最小限にす
るために採用されているとのことである。 





総収入約 692 億円（1 ドル＝\100 とし JPL 分を除く。以下同）のうち、投資収益が約 340 億円
を占めるが、残りの約 350 億円のうち、外部資金（グラント及び契約金）が約 290 億円、寄附金が
約 30 億円、授業料等が約 24 億円である。投資収益の比率が高いが、ファイナンス担当によると、
投資回収基金の予算に占める割合は、通常年は 20～30%である（他の大学はもっと高いとのこと
である）。2007 年の 41%は通常より高かったといえる。 
 
② 外部資金（グラント及び契約金） 












なお、間接費比率はグラントが約 60%、民間資金の場合は約 20%である。 
グラントをとれない教授も存在するようである。そのような教授はポスドクや博士課程の学生を
雇えず、研究規模も縮小せざるを得ず、給料はもらえるものの他の教員に養われている形になり、
いづらくなって他にポストを求める。このような立場の教授は学部に 2～3 人はいるとのことである。 

















・サバティカルシステムがあり、平均して 6 年に 1 回程度、半年～1 年程度とれる。 
・ＪＰＬは研究に関しては NASA のコントロール下にあるが、Caltech の一部門として運営を
Caltech が行っている。Caltech の教授がミッションに参加することもあり、分野によっては大きな
資金供給源になっている。 
































































  ・「新分野創生プロジェクト」による、新分野・学際領域への積極的取り組み 
  ・工学系長の特別予算による研究助成制度（若手、創生的研究、国際交流等） 
  ・「アジア・オセアニア工学部長会議」の開催 
  ・東京工業大学、名古屋大学、大阪大学の三大学間の人材交流、他大学との交流 
  ・「サバティカル制度」の導入 
      
(3) 産学連携への取り組み 
① 「産学連携推進本部」 
























































      
これらのある意味では人工的な仕組みづくりを推進することにより、組織文化を変えていくこと
が今後求められている。 


























































































問題が大きい。ポスドクの待遇自体は 400 万円前後と Caltech と差はないが、その後のキャリアア
ッププロセスがみえにくく、企業への就職も極めて困難であることから、博士課程修了者がポスド
クの道を選びたがらない。 







教授（教授＋准教授、以下同）739 人に対し、支援スタッフは約 550 人（技術職員約 91 人、
事務職員 458 人）で、単純計算では教授 1 人あたりの常勤支援スタッフは約 0.7 人である。研究
体制維持のため雇用している非常勤スタッフ約 1,300 人を足し合わせると、教授 1 人あたりの支
















































年間収入は約 460 億円で、内訳は運営費交付金約 220 億円（全学分＋使徒特定分）、外部
資金約 140 億円、自己収入（授業料等）約 60 億円等である。外部資金のうち、科学研究費補助
金が約 50 億円、共同研究・受託研究が約 55 億円、奨学寄附金約 10 億円である（2007 年度）。 
教授 1 人（Caltech 約 300 人、東京工業大学 739 人）あたりの外部資金の獲得について単純
計算では、Caltech の約 1.2 億円に対し、東京工業大学は約 0.2 億円と約 6 倍の開きがある。 
 
② 科学研究費補助金（科研費） 













2005 22,621 1,399 24,020 
2006 20,365 1,702 22,067 
2007 20,099 1,817 21,916 
2008 19,896 2,533 22,429 























（出所） 東京工業大学プロフィール 2008-2009 年版 
 
外部資金に対する間接費比率は直近では平均 20%程度となっており、すなわち、運営費交付





















 東京工業大学では、奨学寄附金として企業や個人からの寄附を募り、毎年 10 億円程度の収
入があるが、これは「使途特定分」となっており、本部収入とはなっていない。また、創立 130 周年

























本部では 2004 年度に設定された挑戦的研究賞（若手研究員を対象に、年間 10 人前後に対
 99



















成する、一連の COE(Center of Excellence)プログラムや世界トップレベル研究拠点形成推進プ
ログラム（WPI）がある。「選択と集中」に関しては有意義であるとの意見が多かったが、問題点も
いくつか指摘されている。主なものは次のとおりである。 
















































































































































































































し、東京理科大学では 91%を占める。また国からの補助金も 3,966 百万円（14%）で、東京工業大
 105
学の 20,099 百万円（44%）と、絶対額においても比率においても非常に少ない。 
支出面では、人件費支出に続いて教育研究経費が 42%（13,163 百万円）を占めている。東京
































  (1) 研究拠点のビジョンと戦略 
  (2) 研究拠点の組織風土 
  (3) 研究拠点の人材（教育・研究人材と支援人材） 
  (4) 研究拠点をとりまく社会的環境要因・制度要因 
   これらの論点からマックス・プランク免疫生物学研究所(６－１節)、大坂大学免疫学フロンティ
ア研究センター（６－２節）の情報を整理・分析した後、本ベンチマーキング調査のまとめを行っ











































約となっていたが、現在は 12 年間に延長されている。しかし、内部規定により上限を 9 年とし（最













マックス・プランク協会の各研究所は、Scientific Advisory Board (SAB)によって、2 年毎に研
究活動評価を受けている。SAB のメンバーは、国際的に著名な研究者で構成されている。マック
ス・プランク免疫生物学研究所の場合、イギリス人研究者 4 名、スイス人研究者 3 名、米国人研



























 マックス・プランク協会においては、47 人の外部識者によって構成される意思決定機関 Senate
が、ディレクターの採用や予算の承認などの重要な意思決定を行う。Senate のメンバーは、科学
者のみならず、産業、政治、メディア、教会を代表する人物が選ばれており、ドイツ社会全体の意



























が指摘できる。過去 10 年間の大阪大学の研究者が発表した免疫学分野の研究論文は 985 本






































有効である。IFReC では、2009 年 7 月の竣工を目指して専用のマウス飼育施設を建築中である。









































図表 6-2-1 研究拠点における外国人研究者の割合の比較 
 大阪大学免疫学 
フロンティア研究センター 
（2008 年 10 月現在） 
マックス・プランク 
免疫生物学研究所 
（2008 年 11 月現在） 
 95 人（うち外国人 26 人） 
※ 2010 年時点の目標は 
147 人（うち外国人 69 人）
120 人（うち外国人 51 人） 
主任研究者／ 
グループリーダー 


















 (3) 評価 
大阪大学免疫学フロンティア研究センターでは、以下の 3 つの観点から、定量・定性的な評価
を行うこととしている。評価についてはセンターに置かれる有識者による評価委員会において行う





















また、国内 2 ヵ所、海外 7 ヵ所の協力機関を持っている。 
 
【国内】 
 理化学研究所 免疫・アレルギー科学総合研究センター  
 京都大学再生医科学研究所 
【海外】 
 米国国立衛生研究所 リンパ球生物学部門 
 ニューヨーク大学 生体分子医学研究所 
 カリフォルニア工科大学 生体イメージング研究所 
 ハーバード・メディカルスクール 病理学教室 
 スタンフォード大学医学部 微生物学・免疫学教室  
 カリフォルニア大学サンフランシスコ校 微生物学・免疫学教室 
 システムバイオロジー研究所 自然免疫系 
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国からの補助金である WPI 補助金交付額は 5 拠点平均約 14 億円である(2008 年度は約 15 億
円)。また、競争的研究資金の参考値として大阪大学免疫学フロンティア研究センターに所属す
る主任研究者の過去の研究費取得実績は年間約 11 億円程度である(2002～2006 年度実績)。


















例えば、免疫学へのイメージング技術の導入に関しては、アメリカの NIH の研究グループが 10



























































































































































































































































































































































































































































座長  木村 孟     大学評価・学位授与機構 機構長 
委員  北澤 宏一   科学技術振興機構 理事長 
        菅  裕明   東京大学先端科学技術研究センター 教授 
        福島 真人   東京大学大学院総合文化研究科 准教授 










（平成 21 年 3 月 31 日現在） 
 
科学技術政策研究所 
  桑原 輝隆 総務研究官 
  渡邊 英一郎 企画課長 
  小林 信一 客員研究官 
  永田 晃也 第 2 研究グループ総括主任研究官 
  上野 彰 第 2 研究グループ主任研究官 
  長谷川 光一 第 2 研究グループ研究員 
  大西 宏一郎 第 2 研究グループ研究員 
  井川 幸恵 第 2 研究グループ 
 
株式会社 日本総合研究所 
佐久田 昌治 理事  
石塚 冬樹   総合研究部門 主席研究員  
大木 登志枝 総合研究部門 主任研究員  
岡元 真希子 総合研究部門 主任研究員  
原田 喜浩   総合研究部門 主任研究員   
南條 有紀  総合研究部門 研究員  
粟田 輝    総合研究部門  








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る。また、”The National Academy of Engineering”　および”The













































































































professor” “have a chair”と表現される）、自分の講座に振り込
まれる資金は自由に使える（秘書や学生の給与、備品など）。こうし
























































○50人の上級研究助手（senior research associete） がおり、
Caltechでは教員の処遇ではないが、優秀であるため、他の機関では
教員となれる。





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































大学本部(副学長) トップマネジメント（拠点長) 事務部門項目 研究現場(教授・研究者等)
(3) 研究者の選出・任用













































































































大学本部(副学長) トップマネジメント（拠点長) 事務部門項目 研究現場(教授・研究者等)
(4) 研究支援スタッフ






































































































大学本部(副学長) トップマネジメント（拠点長) 事務部門項目 研究現場(教授・研究者等)
(6) 組織構造































































































































大学本部(副学長) トップマネジメント（拠点長) 事務部門項目 研究現場(教授・研究者等)
(7) 研究拠点の運営システム・制度








































大学本部(副学長) トップマネジメント（拠点長) 事務部門項目 研究現場(教授・研究者等)
(7) 研究拠点の運営システム・制度
































































































































● そのほかに、研究拠点を支える組織としては、研究拠点が地域に根ざすための橋渡しの役割を担うBoard of Trusteeがあり、地元の大学、地方政府、企業、マスコミなどから構成されている。加え






⑥ Senior Fellow制度 ● ドイツの研究者は65歳で定年退職した後は年金で生活する。しかし、アメリカの研究システムは異なっており、資金援助がある限り、いつまででも研究を行うことができる。したがって、ドイツの研
究拠点で定年を迎えた多くの研究者は、渡米して研究を続けたいと考えている。 MPSは、定年退職のために、優れた研究者がヨーロッパから去っていくという状況は多大な損失であると考えた。そして、
定年後の優秀な人材を引き止めるために、MP Fellowという制度を設置した。


























































































































































マックスプランク・ソサイエティ トップマネジメント 研究現場（主任研究者クラス） （ポスドク・学生・テクニシャン） 事務部門




































































































































































































































































































































マックスプランク・ソサイエティ トップマネジメント 研究現場（主任研究者クラス） （ポスドク・学生・テクニシャン） 事務部門
(4) 研究支援スタッフ
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(5) 研究拠点の戦略
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(6) 組織構造
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(7) 研究拠点の運営システム・制度
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■ 1998年下院科学委員会報告 Unlocking our Future (U.S. House of Representative,1998)



















































































それを通じた産業発展を目指している。全米知事会はそのプロジェクト「Innovation America」の報告としてInvesting in Innovation


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































文献名 著者（機関） 出典 テーマ 分析または問題提起
6 その他（産学官連携
など）
高等教育改革への期
待
甘利明議員 経済財政諮問会議
甘利議員提出資料
(平成19年2月27
日)
■大学改革の到達点
・ここ数年、「大学改革」は、研究と
技術移転分野を中心に前進してきた。
■課題
・しかしながら、産業界や個人のニー
ズが変化する中で、取り組むべき課題
が残っている。第２弾の改革に取り組
むべきタイミングである。
■世界の動向
・世界においても、研究、教育の両面
で、企業や社会との連携を強化してい
く流れにある。
知識拡張競争の時代
に問われる大学人の
見識
市川惇信（東京工業大学名誉
教授）
「科学」
2001年10月、
Vol.71
pp1303-1311
岩波書店
・1891年に発足したカリフォルニア工
科大学と1881年に発足した東京工業大
学の発展の推移の比較
・日本の大学人には世界に通用する普
遍性のある見識を持つことが求められ
ている。
日本の臨床治験の現
状と問題点　－より
競合的なシステムの
構築への基本的要件
黒川清（東海大学医学部長） 「研究技術計画」
Vol.14,No.4/1999
pp217-222
研究・技術計画学
会
臨床研究を対象として日本のシステム
の問題点を分析。
■ 日本の研究開発システムの問題
・日本のほとんどの「業界」、民間メーカーは「お上」を頼り、何とかしてくださいよと言い、「お上」は規制をどんどん作り行政指導する。
このやり方には法律の独立はない。すなわち三権分立などはない。民は責任をとらない。まして官は責任をとらない。誰も責任をとらない。こ
れが戦後の日本の繁栄の在り方であった。いわゆる「護送船団」方式、「横並び」意識である。
■ 規模を追究することの弊害
・ 1992年当時の学長T.E.Everhart氏「大学の規模はこれ以上大きくするつもりはない。大きくすると、教員の間の相互触発が薄れ、人類が成
しえる最も野心的なことに挑戦する場を用意する、という本学の理念の実現に支障が出る。」（現在、学部学生総数900、大学院生総数1100、
教員280）
・ 1960年代理工系増員計画に乗って規模の拡大を始めたときの東工大学長の言葉「本学が社会的によりより認知を受けるためには、規模を拡
大し、卒業生を増やさねばならない」。（現在、学部学生総数5300、大学院生総数4500、職員総数1800、カルテクの4倍）
■ 同質を求めることの弊害
・ カルテクの教員採用の原則は、「異なる分野で異なる背景を持つ人を採用する」「広い領域で世界で最も優秀な人を採用する」。広い領域
において知の限界とその限界を規定する者を知る人が相互触発するとき、ブレークスルーが生まれる。
■ 博士課程学生の徒弟化
・ 米国における著名な研究大学に共通する博士課程教育は、「現在の知の限界と限界を作るものに関する広い領域にわたる講義と、その達成
を確認する総合試験に合格した者が博士候補者になる」、「博士候補者は研究提案を行う。それが確かに人類の知を一歩進め、かつ解きうる
テーマかどうかを分野の異なる複数の教員が審査する」。ブレークスルーを生む人材に向けた教育が徹底している。
・ これに対してわが国の博士課程教育では、指導教官から与えられるテーマに取り組み、指導教官の研究枠組みの一部を担うことが多くな
る。一言で言えば徒弟的研究実践により人材育成が行われ、博士課程学生は研究労働力化している。
■ 管理・運営
・ カルテクでは学長、副学長、学部長、学科長という階層が管理運営を担っている。
・ 多くの日本の大学では学長、学部長、評議員は教員の選挙により選出される。大学院専攻長は持ち回り。教授になると管理運営に忙しく、
教育研究に時間が取れない。
■ 最終的には大学人の見識が問われている。「村意識」の改革を。
・ わが国では産学官連携の声が高まり、米国の産学官連携の経験を模倣しようとする動きが強まっている。企業にはないブレークスルーへの
期待がある。
・ しかし怖いことに、産学連携に走らない大学は国の施策に協力しない不逞の輩という雰囲気が出ている。
・ 最終的に大学人の見識が問われている。人類が共有する普遍的な知を獲得し、それを伝承し、新たな知を生み出す次世代を育成すること
だ。
課題１：産業界との対話
•経済成長のキーとなる人材育成機能について以下のような声が高まっている。
　–基礎学力と社会人基礎力の強化の必要性
　–カリキュラムや学部・学科・専攻の構成の見直し、新たな分野の開拓が、産業構造や人材ニーズの変化のスピードに合っていない。
•一方、産業界も求める人材像を大学に対し明確に伝えられていない。
•大学の研究成果を産業界に効果的につなげられていない。
課題２：個人・社会との対話
•社会人の継続学習や再チャレンジのための学習機会の提供など多様な教育ニーズへの柔軟な対応が求められている。
　–多くの国立大学では、「卒業に必要な全講座をフルセットで買う大学教育サービス」以外に選択肢が乏しい。
課題３：地域との対話
•2007年問題を控えた製造現場における技術継承への対応など、地域企業においては、大学が持つ技術や教育機会へのニーズは高まっている。
•一方、中小企業にとっての敷居の高さ、自治体と大学との連携の不足がみられる。
課題４：世界との対話
•グローバルな人材獲得競争の中、①世界を魅了するイノベーション拠点の構築、②グローバル企業の国際人材の確保、の観点から、優秀な外
国人材の呼び込み、海外の研究拠点との連携拡大が必要。
•しかしながら、日本への留学生は少なく、研究人材は大幅な流出超過。（研究者の出入（平成１６年度））
　－日本→海外約13万人
　－海外→日本約3万人
•海外大学の我が国への参入や、海外大学との連携も少ない。
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